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新 都 市 整 備 事 業 会 計 

 

１ 業 務 実 績 

 (1) 業務量の推移        

   業務量の推移をみると，第１表のとおりである。 

   当年度の買収面積は６千㎡で，前年度に比べ３万９千㎡減少している。これは，買収が進捗し，

前年度でほぼ終了したことによる。 

   また，当年度の造成面積は１１５万６千㎡で，前年度に比べ２１万５千㎡増加している。これは， 

  産業団地での造成面積が減少したものの，埋立地及び宅地での造成面積が増加したことによる。 

   当年度の売却契約面積は１８万３千㎡，売却契約金額は１６２億円で，前年度に比べ面積は６万

㎡増加したものの，金額は１３億５千万円減少している。 

 

 

 (2) 用地買収及び土地造成 

   用地買収及び土地造成の状況をみると，第２表のとおりである。 

  ア 埋  立  地 

    「ポートアイランド沖」では埋立工事を進め，７９万５千㎡を造成し，当年度末の造成済面積

は１８３万７千㎡（進捗率６７．５％）となっている。  

  イ 宅 地        

    「西神住宅第２団地」は，当年度６千㎡を買収し，当年度末の買収済面積は４１４万４千㎡（進

捗率１００．０％）となっている。また，１５万２千㎡を造成し，当年度末の造成済面積は 

２４６万９千㎡（進捗率５９．６％）となっている。 

(単位　比率：％）

単位

千㎡ 6 △ 39 △ 86.7 45 △ 83 △ 64.8

千㎡ 1,156 215 22.8 941 67 7.7

面 積 千㎡ 183 60 48.8 123 △ 143 △ 53.8

金 額 百万円 16,246 △ 1,357 △ 7.7 17,603 △ 3,153 △ 15.2

人 174 △ 3 △ 1.7 177 △ 4 △ 2.2

損益勘定支弁職員 人 45 0 0.0 45 0 0.0

資本勘定支弁職員 人 129 △ 3 △ 2.3 132 △ 4 △ 2.9

備考：　売却契約は土地売却収益に係るもので，契約年度に契約面積及び契約金額の全体を

　　あげており，割賦基準面積及び収入とは異なる。

第　１　表　　　業　　務　　量　　の　　比　　較 

平　成　16　年　度

実　　数
対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率

項　　　目

平　成　15　年　度

実　　数
対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率

職 員 数

買 収 面 積

造 成 面 積

売 却 契 約
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 「ひよどり台第２期住宅団地」は，当年度１１万㎡を造成し，当年度末の造成済面積は 

１９万㎡（進捗率６７．１％）となっている。 

  ウ 産 業 団 地         

    「神戸流通業務団地」は，当年度６万３千㎡を造成し，当年度末の造成済面積は１０２万６千   

㎡（進捗率９０．８％）となっている。 

 

  

(3) 土地の売却状況 

  土地の売却状況をみると，第３表のとおりである。 

  ア 埋 立 地        

    「ポートアイランド沖」は，当年度５万１千㎡（３件），１４億３，５７０万円の売却契約を   

締結し，当年度末の売却契約済面積は２５万８千㎡（売却率１０．９％）となっている。 

  イ 宅 地         

    「西神住宅団地」は，当年度３千㎡（１２件），３億８，９７０万円の売却契約を締結し，当年

度末の売却契約済面積は３７４万㎡（売却率９１．５％）となっている。 

    「西神住宅第２団地」は，当年度７万４千㎡（３１件），８７億８１０万円の売却契約を締結し，

当年度末の売却契約済面積は１２３万４千㎡（売却率５５．１％）となっている。 

全　体 計　画 平成15 平成16 計 進捗率 平成15 平成16 計 進捗率

計　画 年　度 年　度 年　度 年　度

面　積 人　口 ま　で ま　で

（A) (B) (C) (D=B+C) (D/A×100) (E) (F) (G=E+F) (G/A×100)

6,620 － － － － － － 4,912 795 5,707 86.2

ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｱ ｲ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ (第２期） 3,900 － S61～H17 － － － － 3,870 － 3,870 99.2

ポートアイランド沖 2,720 － H11～H18 － － － － 1,042 795 1,837 67.5

14,447 119,100 － 14,439 6 14,445 * 100.0 11,796 298 12,094 83.7

西 神 住 宅 団 地 6,340 61,000 S46～H19 6,340 － 6,340 100.0 5,765 36 5,801 91.5

西 神 住 宅 第 ２ 団 地 4,145 31,000 S55～H19 4,138 6 4,144 * 100.0 2,317 152 2,469 59.6

神 戸 研 究 学 園 都 市 3,029 20,000 S55～H19 3,029 － 3,029 100.0 2,994 - 2,994 98.8

ひよどり台第２期住宅団地 283 2,000 S55～H20 283 － 283 100.0 80 110 190 67.1

押 部 谷 第 ２ 団 地 650 5,100 S52～H17 650 － 650 * 100.0 640 － 640 98.5

3,830 － － 3,828 － 3,828 99.9 1,844 63 1,907 49.8

神 戸 複 合 産 業 団 地 2,700 － H 3～H19 2,698 － 2,698 99.9 881 － 881 32.6

神 戸 流 通 業 務 団 地 1,130 － S50～H19 1,130 － 1,130 100.0 963 63 1,026 90.8

24,897 119,100 － 18,267 6 18,273 － 18,552 1,156 19,708 －

備考： 買収面積及び造成面積の進捗率は百分率で表示し，小数点以下第２位を四捨五入している。従って進捗率が100.0％

     であっても，＊を付したものは全体計画面積に対する執行の完了を意味しない。

第　２　表　　用地買収及び土地造成の状況

(単位　面積：千㎡，人口：人，比率：％）

項　　　　目

事 業

年 度

買　収　面　積 造　成　面　積

埋 立 地

宅 地

産 業 団 地

合　　　　計
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    「神戸研究学園都市」は，当年度２万２千㎡（６件），２８億９，０１９万円の売却契約を締結

し，当年度末の売却契約済面積は１６８万４千㎡（売却率９０．１％）となっている。 

    「ひよどり台第２期住宅団地」は，当年度４千㎡（２件），２億６，５９４万円の売却契約を締

結し，当年度末の売却契約済面積は１万１千㎡（売却率９．２％）となっている。 

  ウ 産 業 団 地  

    「神戸流通業務団地」は，当年度２万７千㎡（１件），２３億９，２８７万円の売却契約を締結

し，当年度末の売却契約済面積は６１万６千㎡（売却率９９．７％）となっている。 

  エ  そ  の  他 

     土地の売却に加えて，「新たなインセンティブ策」による賃貸として，「ポートアイランド（第 

   ２期）」において８万８千㎡（４件），「神戸複合産業団地」において４万３千㎡（７件）の契約を

締結した。 

 

 

 

売 却 平成15年度 売 却 売 却 率

可 能 ま で の 契 約 済

面 積 契 約 済 面積 件数 金　額 面 積

（計画） 面 積 平成16年度 平成17年度

(A) (B) (C) 収 入 以 降 収 入 (D=B+C) (D/A×100)

7,054 2,279 51 4 1,451,290 1,451,290 － 2,330 33.0

ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｱ ｲ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ
( 第 2 期 )

1,902 131 0 1 15,582 15,582 － 131 6.9

ポートアイランド沖 2,362 207 51 3 1,435,708 1,435,708 － 258 10.9

六 甲 ア イ ラ ン ド 2,790 1,941 － － － － － 1,941 69.6

8,645 6,824 105 59 12,401,735 7,637,971 4,763,764 6,929 80.2

西 神 住 宅 団 地 4,089 3,737 3 12 389,706 331,687 58,019 3,740 91.5

西神住宅第２団地 2,240 1,160 74 31 8,708,103 4,803,802 3,904,301 1,234 55.1

神戸研究学園都市 1,870 1,662 22 6 2,890,197 2,273,070 617,127 1,684 90.1

ひよどり台第２期住宅
団 地

120 7 4 2 265,945 81,629 184,316 11 9.2

押 部 谷 第 ２ 団 地 326 258 2 8 147,784 147,784 － 260 79.8

2,347 841 27 1 2,392,878 2,392,878 － 868 37.0

神戸複合産業団地 1,729 252 － － － － － 252 14.6

神戸流通業務団地 618 589 27 1 2,392,878 2,392,878 － 616 99.7

18,046 9,944 183 64 16,245,903 11,482,139 4,763,764 10,127 56.1

第　３　表　　土　地　の　売　却　状　況

（単位　面積：千㎡，金額：千円，比率：％）

項　　　　目

当　年　度　売　却　契　約

左　の　内　訳

備考：上記以外に新たなインセンティブ策による賃貸として，ポートアイランド(第２期)　88千㎡，神戸複合産業団地  

　　　43千㎡がある

埋 立 地

宅 地

産 業 団 地

合　　　　計
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２ 予算の執行状況 

 (1) 収 益 的 収 支        

   収益的収支の執行状況をみると，第４表のとおりである。 

   収益的収入は，予算額２４２億９，６００万円に対して，決算額２２３億６，８４２万円で，執

行率は９２．１％となっている。これは主として，受託工事収益が予定を下回ったことによるもの

である。 

   収益的支出は，予算額２３６億９，３００万円に対して，決算額２０７億２，６４２万円で，執 

  行率は８７．５％となっている。これは主として，受託工事費が予定を下回ったこと及び受託工事

の繰越しに伴い受託工事費が減少したことによるものである。 

 

 

(2) 資 本 的 収 支            

   資本的収支の執行状況をみると，第５表のとおりである。 

   当年度の資本的収入の決算額は３９７億９，４４８万円で，これに対し，資本的支出の決算額は 

４９６億６，２６８万円となっている。資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当す 

  る額 ３８億４，３２２万円を除く）が資本的支出額（前年度繰越工事費のうち，1５年度中に収入

した額４億８，４６３万円を除く）に不足する額１３２億２，６７８万円は，損益勘定留保資金 

１２３億８，８７８万円及び減債積立金８億３，８００万円で補てんしている。 

  ア 資 本 的 収 入        

  資本的収入は，予算額４４４億４，７６７万円に対して，決算額３９７億９，４４８万円で，

執行率は８９．５％となっている。これは主として，建設改良費に不用額を生じ企業債収入が減 

   少したことによる。 

    以下，各項目別に決算状況を述べる。 

(単位　金額：千円，比率：％）

金額(Ａ) 構成比率 金額（Ｂ） 構成比率

1 24,296,000 100.0 22,368,427 100.0 △ 1,927,573 92.1

(1) 22,889,000 94.2 19,988,085 89.4 △ 2,900,915 87.3

(2) 1,407,000 5.8 2,380,342 10.6 973,342 169.2

1 23,693,000 100.0 20,726,427 100.0 2,966,573 87.5

(1) 23,469,000 99.1 20,673,925 99.7 2,795,075 88.1

(2) 168,000 0.7 52,502 0.3 115,498 31.3

(3) 56,000 0.2 － － 56,000 －

備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

第　４　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　目
予　算　額 決　算　額 予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
（ B/A ×

100)

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

新 都 市 整 備 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

新 都 市 整 備 事 業 費
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    「企業債」は３０９億１，３４０万円で，主として「ポートアイランド沖」及び「神戸複合産

業団地事業」に係るものである。 

    「財産収入」は２億５，５５５万円で，新都市整備事業基金運用益である。 

    「受託工事収入」は１４億２，２０４万円で，主として住宅団地及び産業団地とその周辺の河 

   川，街路及び下水道等の公共事業工事を受託したものである。 

    「雑収入」は７２億３４９万円で，その内訳は貸地料，有償移管代金及び建設残土処分料等の 

   雑入７０億７，２４８万円並びに株式会社神戸ニュータウン開発センターからの貸付金返還金 

１億３，１００万円となっている。 

  イ 資 本 的 支 出            

    資本的支出は，予算額６２１億３，７００万円に対して，決算額４９６億６，２６８万円で， 

   執行率は７９．９％となっている。  

    以下，主な項目別に決算状況を述べる。 

   (ｱ) 建 設 改 良 費         

     建設改良費は４３４億２，１８６万円で，資本的支出の８７．４％を占めている。翌年度へ 

    の繰越額５４億６，０００万円及び不用額６１億８，２１３万円を生じたため，執行率は 

７８．９％となっている。 

    ａ 土地造成事業費     

「ポートアイランド（第２期）事業費」は３８億２８６万円で，主な内訳は港湾事業等の

負担金及び分担金１８億４，１９３万円，整地費７億２，３０４万円及び水道等の附帯工事

費４億８，１７２万円である。なお，工程調整により翌年度繰越額７億３，２００万円等を

生じたため，執行率は８２．３％となっている。 

      「ポートアイランド沖事業費」は１６９億２，９６２万円で，主な内訳は埋立費１３２億 

     １，５０７万円及び護岸費１２億３，９３７万円である。なお，工程調整により翌年度繰越 

     額３９億３，４００万円及び整備時期の変更等により不用額１６億７，７３７万円を生じた

ため，執行率は７５．１％となっている。 

      「西神住宅第２団地事業費」は３３億８，００６万円で，主な内訳は道路費８億 

     ８，７７０万円，宅地造成費５億９，５８５万円及び公園緑地費５億８，９４８万円である。

なお，工程調整により翌年度繰越額１億６，８００万円及び整備時期の変更等により不用額 

９億８，４９３万円を生じたため，執行率は７４．６％となっている。 

      「神戸複合産業団地事業費」は７４億８，４０３万円で，主な内訳は宅地造成費６３億 

     ５，３７２万円である。なお，工程調整により翌年度繰越額３億６，７００万円及び整備時

期の変更等により不用額１６億５，７９６万円を生じたため，執行率は７８．７％となって 

     いる。 
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    ｂ 関 連 事 業 費        

      関連事業費は，各事業に係る共通経費で９７億７，９０３万円となっている。 

      「職員費」は１４億３，０４２万円で，資本勘定支弁職員に係る人件費等である。 

      「建設利息及企業債取扱諸費」は５３億５，６０６万円で，企業債に係る支払利息及び取 

     扱諸費である。 

      「宅地関連公共施設等整備費」は２９億８，８２７万円で，各団地に共通して必要な公共 

     施設の整備費等で，道路移管負担金及び明石川改修等である。         

      「返還土地」は３４７万円で解約による土地の買戻し等に係る経費等である。 

    ｃ 完成土地整備費 

      完成土地整備費４億６，３６４万円は事業完了地区における改良費及び維持費等で，主な 

     内訳はポートアイランド整備２億８，５５０万円及び須磨ニュータウン整備８，４１８万円

である。なお，工程調整により翌年度繰越額１億円及び工事執行の減等により不用額３億 

５，０３５万円を生じたため，執行率は５０．７％となっている。 

   (ｲ) 投 資        

     投資は１５億３，０４６万円で，内訳は基金造成費１億２，１２０万円，空港整備事業会計

への他会計貸付金１４億９２５万円である。 

   (ｳ) 企業債償還金         

     企業債償還金は４７億１，０３６万円である。 
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３ 経 営 成 績 

 (1) 損 益 状 況 

   損益状況の推移をみると，第６表のとおりである。 

   当年度は，収益２２０億４，９２２万円に対し費用２０３億７，８３３万円で，差引１６億  

７，０８９万円の経常利益となっている。これに前年度繰越利益剰余金を加えた当年度未処分利益 

  剰余金は１６億７，１７４万円となっている。 

   前年度と比べると，収益が１２億８，１５８万円（５．５％）減少し，費用が５億１，３９３万

円（２．５％）減少した結果，経常利益は７億６，７６４万円（３１．５％）減少している。 

(単位　金額：千円，比率：％）

1 44,447,670 100.0 39,794,485 100.0 3,843,221 △ 4,653,185 89.5

(1) 35,400,000 79.6 30,913,400 77.7 3,843,221 △ 4,486,600 87.3

(2) 489,000 1.1 255,552 0.6 － △ 233,448 52.3

(3) 1,582,670 3.6 1,422,043 3.6 － △ 160,627 89.9

(4) 6,976,000 15.7 7,203,490 18.1 － 227,490 103.3

1 62,137,000 100.0 49,662,683 100.0 5,460,000 7,014,317 79.9

(1) 55,064,000 88.6 43,421,862 87.4 5,460,000 6,182,138 78.9

ア 43,586,000 70.1 33,179,188 66.8 5,360,000 5,046,812 76.1

(ｱ) ﾎﾟｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ(第2期)事業費 4,618,000 7.4 3,802,863 7.7 732,000 83,137 82.3

(ｲ) ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｱ ｲ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ 沖 事 業 費 22,541,000 36.3 16,929,626 34.1 3,934,000 1,677,374 75.1

(ｳ) 六 甲 ｱ ｲ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ 事 業 費 777,000 1.3 736,727 1.5 40,000 273 94.8

(ｴ) 西 神 住 宅 団 地 事 業 費 515,000 0.8 149,328 0.3 － 365,672 29.0

(ｵ) 西 神 住 宅 第 2 団 地 事 業 費 4,533,000 7.3 3,380,066 6.8 168,000 984,934 74.6

(ｶ) 神戸研究学園都市事業費 126,000 0.2 113,759 0.2 － 12,241 90.3

(ｷ) ひよどり台第2期住宅団地事業費 899,000 1.4 554,905 1.1 119,000 225,095 61.7

(ｸ) 押 部 谷 第 2 団 地 事 業 費 15,000 0.0 12,332 0.0 － 2,668 82.2

(ｹ) 神戸複合産業団地事業費 9,509,000 15.3 7,484,039 15.1 367,000 1,657,961 78.7

(ｺ) 神戸流通業務団地事業費 53,000 0.1 15,541 0.0 － 37,459 29.3

イ 10,564,000 17.0 9,779,033 19.7 － 784,967 92.6

(ｱ) 職 員 費 1,468,000 2.4 1,430,423 2.9 － 37,577 97.4

(ｲ) 建設利息及企業債取扱諸費 6,003,000 9.7 5,356,065 10.8 － 646,935 89.2

(ｳ) 宅地関連公共施設等整備費 2,989,000 4.8 2,988,274 6.0 － 726 100.0

(ｴ) 返 還 土 地 100,000 0.2 3,479 0.0 － 96,521 3.5

(ｵ) そ の 他 雑 支 出 4,000 0.0 793 0.0 － 3,207 19.8

ウ 914,000 1.5 463,642 0.9 100,000 350,358 50.7

(2) 2,262,000 3.6 1,530,461 3.1 － 731,539 67.7

ア 327,000 0.5 121,202 0.2 － 205,798 37.1

イ 1,935,000 3.1 1,409,259 2.8 － 525,741 72.8

(3) 4,711,000 7.6 4,710,360 9.5 － 640 100.0

(4) 100,000 0.2 － － － 100,000 －

　備考：１　予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

　　　  ２　資本的収入の翌年度繰越額に係る財源充当額は，決算額の内書である。

企 業 債 償 還 金

予 備 費

投 資

基 金 造 成 費

他 会 計 貸 付 金

土 地 造 成 事 業 費

関 連 事 業 費

完 成 土 地 整 備 費

受 託 工 事 収 入

雑 収 入

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

構 成
比 率

資 本 的 収 入

企 業 債

財 産 収 入

第　５　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　　目

予　算　額 決　算　額 翌年度繰越
額 に 係 る
財源充当額
又は翌年度
繰 越 額

予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
(Ｂ／Ａ
× 100)金　額

（Ａ）
構 成
比 率

金　額
（Ｂ）
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   営業収支比率は前年度に比べ０．６ポイント下降し９６．７％となっており，経常収支比率は  

前年度に比べ３．５ポイント下降し１０８．２％となっている。 

 (2) 収     益 

  ア 営 業 収 益 

    営業収益は１９６億８，９６８万円で，前年度に比べ６億２，０１５万円（３．１％）減少し

ている。 

    「土地売却収益」は１３７億２，１６４万円で，収益の６２．２％を占めている。その主な内 

   訳は，「西神住宅第２団地」６０億７３５万円，「神戸研究学園都市」２４億３，４４６万円，「神

戸流通業務団地」２３億９，２８７万円及び「ポートアイランド沖」１４億３，５７０万円であ

り，前年度に比べ１１億２，９０４万円（７．６％）減少している。 

    「受託工事収益」は５９億６，８０３万円で，地盤改良工事及び滑走路舗装工事等を受託した

ものであり，前年度に比べ５億８８９万円（９．３％）増加している。 

  イ 営 業 外 収 益         

    営業外収益は２３億５，９５４万円で，前年度に比べ６億６，１４２万円（２１．９％）減少

している。 

    「受取利息及配当金」１億２，４１８万円は，長期貸付金の利息及び資金運用に伴う預金利息 

   である。 

    「雑収益」２２億３，５３５万円は，貸地料及び未利用地等の土地売却益等であり，土地売却 

   の減等により，前年度に比べ６億５，４８９万円（２２．７％）減少している。 

 (3) 費     用 

  ア 営 業 費 用 

    営業費用は２０３億６，８６９万円で，前年度に比べ５億８６１万円（２．４％）減少してい

る。 

    「土地売却原価」１３４億４，７０３万円は，当年度土地売却収益に計上した土地に係る売却 

   原価を計上するものであり，費用の６６．０％を占めている。土地売却収益が減少したことに伴 

   い前年度に比べ１０億６，１０８万円（７．３％）減少している。 

    「受託工事費」５９億７，１１７万円は，受託工事収益に対応するものであり，前年度に比べ 

５億１，１１２万円（９．４％）増加している。 

    「一般管理費」９億２，３１２万円は，損益勘定支弁職員に係る人件費及び宅地等の販売に係 

   る物件費等であり，退職給与引当金の増等により，前年度に比べ４，５９５万円（５．２％）増

加している。 

  イ 営 業 外 費 用             

    営業外費用は全額「雑支出」で，９６３万円となっており，主として収益的収支に係る控除対
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象外消費税である。 

 

  

(4) 土地売却収益と土地売却原価 

   当年度の土地売却収益と土地売却原価を比較すると，第７表のとおりである。 

   土地売却収益１３７億２，１６４万円に対して，土地売却原価１３４億４，７０３万円で， 

２億７，４６１万円の粗利益となっている。 

   粗利益の主な内訳は，「西神住宅第２団地」２億１，３８９万円及び「西神住宅団地」 

２，５０３万円である。 

 

 

(A) 22,049,224 100.0 △ 1,281,581 △ 5.5 23,330,805 100.0 △ 1,379,715 △ 5.6

(a) 19,689,683 89.3 △ 620,153 △ 3.1 20,309,836 87.1 △ 1,105,159 △ 5.2

土 地 売 却 収 益 13,721,649 62.2 △ 1,129,044 △ 7.6 14,850,693 63.7 △ 4,954,951 △ 25.0

受 託 工 事 収 益 5,968,035 27.1 508,892 9.3 5,459,143 23.4 3,849,792 239.2

2,359,540 10.7 △ 661,429 △ 21.9 3,020,969 12.9 △ 274,555 △ 8.3

受 取 利息 及配 当金 124,186 0.6 △ 6,538 △ 5.0 130,724 0.6 5,231 4.2

雑 収 益 2,235,354 10.1 △ 654,891 △ 22.7 2,890,245 12.4 △ 279,786 △ 8.8

(B) 20,378,333 100.0 △ 513,934 △ 2.5 20,892,267 100.0 △ 1,221,649 △ 5.5

(b) 20,368,696 100.0 △ 508,617 △ 2.4 20,877,313 99.9 △ 1,220,935 △ 5.5

土 地 売 却 原 価 13,447,037 66.0 △ 1,061,088 △ 7.3 14,508,125 69.4 △ 4,992,923 △ 25.6

受 託 工 事 費 5,971,172 29.3 511,129 9.4 5,460,043 26.1 3,849,769 239.1

一 般 管 理 費 923,121 4.5 45,955 5.2 877,166 4.2 △ 109,205 △ 11.1

減 価 償 却 費 27,366 0.1 △ 4,613 △ 14.4 31,979 0.2 31,424 ほぼ皆増

9,637 0.0 △ 5,318 △ 35.6 14,955 0.1 △ 714 △ 4.6

雑 支 出 9,637 0.0 △ 5,318 △ 35.6 14,955 0.1 △ 714 △ 4.6

1,670,891 － △ 767,647 △ 31.5 2,438,538 － △ 158,065 △ 6.1

851 － 538 171.9 313 － △ 397 △ 55.9

1,671,742 － △ 767,109 △ 31.5 2,438,851 － △ 158,462 △ 6.1

96.7 － △ 0.6 － 97.3 － 0.4 －

108.2 － △ 3.5 － 111.7 － 0.0 －

第　６　表　　　損　　　益　　　状　　　況　　　の　　　比　　　較 　　　

金   額 構成比率
対前年度
増　  減

構成比率
対前年度
増　  減

(単位　金額：千円，比率：％)

項              目

平　　成　　16　　年　　度 平　　成　　15　　年　　度

収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

対前年度
増 減 率

対前年度
増 減 率

金   額

費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

当年度純損益(経常損益)(C=A-B)

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 (D)

当年度未処分利益剰余金(C+D)

営 業 収 支 比 率 (a/b × 100)

経 常 収 支 比 率 (A/B × 100)
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４ 財 政 状 態 

  平成１６年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第８表のとおりである。 

  以下，主な項目について述べる。 

 (1) 資     産 

   資産総額は５，５５３億２，６３４万円で，前年度末に比べ２６４億７１２万円（５．０％）増

加している。 

  ア 固 定 資 産 

    固定資産は１，３８３億２，９７７万円で，前年度末に比べ１３億５，１８０万円（１．０％） 

   増加している。これは主として，投資において「他会計貸付金」が１４億９２５万円増加したこ

とによる。 

  イ 土地造成勘定        

    土地造成勘定３，５５５億７５８万円は，未売却の土地等に係る事業費の執行総額であり，   

前年度末に比べ２１６億８，３０５万円（６．５％）増加している。 

(ｱ) 完 成 土 地 

     完成土地７９億９，６５２万円は，造成事業完了地区における未売却の土地及び契約解除に 

    より返還された土地であり，前年度と同額である。 

   (ｲ) 未 成 土 地 

     未成土地３，４７５億１，１０５万円は，造成事業が継続中の地区における未売却の土地及 

    び契約解除により返還された土地であり，事業の進捗により，前年度末に比べ２１６億 

８，３０５万円（６．７％）増加している。 

 

(単位　面積：千㎡，金額：千円，比率：％）

16年度 15年度

1 211,531 203,395 8,136 4.0 4.0

51 1,435,708 1,435,708 0 0.0 0.0

7 800,673 775,641 25,032 3.2 1.9

52 6,007,356 5,793,457 213,899 3.7 3.7

20 2,434,463 2,423,805 10,658 0.4 1.2

4 277,755 267,072 10,683 4.0 4.0

2 147,784 142,100 5,684 4.0 －

0 13,500 12,981 519 4.0 4.0

27 2,392,878 2,392,878 0 0.0 －

164 13,721,649 13,447,037 274,612 2.0 2.4

神 戸 研 究 学 園 都 市

ひ よ ど り 台 第 ２ 期 住 宅 団 地

神 戸 複 合 産 業 団 地

合　　　計

押 部 谷 第 ２ 団 地

神 戸 流 通 業 務 団 地

ポートアイランド（第２期）

ポ ー ト ア イ ラ ン ド 沖

西 神 住 宅 団 地

西 神 住 宅 第 ２ 団 地

第　７　表　　土地売却収益と土地売却原価の比較

項　　　目
土 地 売 却

面 積

土地売却収益

（Ａ）

土地売却原価

（Ｂ）

粗利益

(C=A-B)

利益率
(C/B×100)
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  ウ 流 動 資 産 

    流動資産は６１４億８，８９９万円で，前年度末に比べ３３億７，２２７万円（５．８％）増

加している。これは主として，「現金預金」が増加したことによる。 

 (2) 負     債 

   負債総額は１，０３８億３，５５７万円で，前年度末に比べ１億７，４６０万円（０．２％）減

少している。 

  ア 固 定 負 債 

    固定負債は７８８億３，８３３万円で，前年度末に比べ４億４３６万円（０．５％）増加して

いる。 

   (ｱ) 調 整 勘 定 

     調整勘定７７８億４，１５８万円は，将来発生する改良費及び維持費等の財源として積み立

てている勘定であり，６億７，２０７万円を取り崩したものの，７億６，３７５万円を積み立

てたため，前年度末に比べ９，１６７万円（０．１％）増加している。 

   (ｲ) 退職給与引当金 

     退職給与引当金は９億９，６７４万円で，前年度末に比べ３億１，２６９万円（４５．７％） 

    増加している。 

  イ 流 動 負 債 

    流動負債は２４９億９，７２３万円で，前年度末に比べ５億７，８９７万円（２．３％）減少

している。これは主として,「前受金」が減少したことによる。 

 (3) 資     本 

   資本総額は４，５１４億９，０７７万円で，前年度末に比べ２６５億８，１７３万円（６．３％） 

  増加している。 

  ア 資 本 金          

    資本金は４，０８７億２，８００万円で，前年度末に比べ２７１億２，７６４万円（７．１％）

増加している。   

   (ｱ) 自 己 資 本 金             

     自己資本金は４９７億６，１００万円で，前年度末に比べ８億３，８００万円（１．７％） 

    増加している。これは，企業債償還に充てるため取り崩した減債積立金を自己資本金に組み入 

    れたことによる。 

   (ｲ) 借 入 資 本 金         

     借入資本金は３，５８９億６，７００万円で，前年度末に比べ２６２億８，９６４万円 

    （７．９％）増加している。これは当年度，企業債を４７億１，０３６万円償還したものの，

新たに３１０億円発行したことによる。 
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  イ 剰  余  金   

    剰余金は４２７億６，２７７万円で，前年度末に比べ５億４，５９０万円（１．３％）減少し

ている。 

   (ｱ) 資 本 剰 余 金          

     資本剰余金は３７０億６，１０３万円で，前年度末に比べ１億２，１２０万円（０．３％） 

増加している。これは基金収入から公共的施設の運営に必要な経費を控除したもの等を新都市

整備事業基金へ積み立てたことにより「その他資本剰余金」が増加したことによる。 

   (ｲ) 利 益 剰 余 金         

     利益剰余金は５７億１７４万円で，前年度末に比べ６億６，７１０万円（１０．５％）減少

している。これは当年度純利益１６億７，０８９万円を計上したものの，前年度の未処分利    

益剰余金から一般会計に１５億円を繰り出すとともに，減債積立金８億３，８００万円全額を

取り崩したことによる。 
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555,326,348 100.0 528,919,220 100.0 26,407,128 5.0

Ⅰ 138,329,771 24.9 136,977,967 25.9 1,351,804 1.0

1 1,406,966 0.3 1,433,577 0.3 △ 26,611 △ 1.9

(1) 1,190,643 0.2 1,190,643 0.2 0 0.0

(2) 121,983 0.0 133,441 0.0 △ 11,458 △ 8.6

(3) 90,300 0.0 104,774 0.0 △ 14,474 △ 13.8

(4) 4,041 0.0 4,719 0.0 △ 678 △ 14.4

２ 1,795 0.0 1,795 0.0 0 0.0

(1) 1,795 0.0 1,795 0.0 0 0.0

３ 136,921,010 24.7 135,542,595 25.6 1,378,415 1.0

(1) 780,000 0.1 780,000 0.1 0 0.0

(2) 126,508,576 22.8 126,387,374 23.9 121,202 0.1

(3) 5,848,000 1.1 5,979,000 1.1 △ 131,000 △ 2.2

(4) 3,605,782 0.6 2,196,523 0.4 1,409,259 64.2

(5) 178,653 0.0 199,698 0.0 △ 21,045 △ 10.5

Ⅱ 355,507,581 64.0 333,824,526 63.1 21,683,055 6.5

１ 7,996,522 1.4 7,996,522 1.5 0 0.0

(1) 6,671,209 1.2 6,671,209 1.3 0 0.0

(2) 1,085,139 0.2 1,085,139 0.2 0 0.0

(3) 240,174 0.0 240,174 0.0 0 0.0

２ 347,511,059 62.6 325,828,004 61.6 21,683,055 6.7

Ⅲ 61,488,997 11.1 58,116,727 11.0 3,372,270 5.8

１ 49,629,921 8.9 46,872,092 8.9 2,757,829 5.9

２ 11,466,201 2.1 11,122,701 2.1 343,500 3.1

３ 388,875 0.1 115,134 0.0 273,741 237.8

４ 4,000 0.0 6,800 0.0 △ 2,800 △ 41.2

555,326,348 100.0 528,919,220 100.0 26,407,128 5.0

103,835,571 18.7 104,010,176 19.7 △ 174,605 △ 0.2

Ⅰ 78,838,337 14.2 78,433,970 14.8 404,367 0.5

１ 77,841,588 14.0 77,749,912 14.7 91,676 0.1

２ 996,749 0.2 684,059 0.1 312,690 45.7

Ⅱ 24,997,234 4.5 25,576,205 4.8 △ 578,971 △ 2.3

１ 22,829,292 4.1 22,160,109 4.2 669,183 3.0

２ 455,078 0.1 2,524,657 0.5 △ 2,069,579 △ 82.0

３ 1,708,864 0.3 884,639 0.2 824,225 93.2

４ 4,000 0.0 6,800 0.0 △ 2,800 △ 41.2

451,490,777 81.3 424,909,044 80.3 26,581,733 6.3

Ⅰ 408,728,000 73.6 381,600,360 72.1 27,127,640 7.1

１ 49,761,000 9.0 48,923,000 9.2 838,000 1.7

２ 358,967,000 64.6 332,677,360 62.9 26,289,640 7.9

Ⅱ 42,762,777 7.7 43,308,684 8.2 △ 545,907 △ 1.3

１ 37,061,035 6.7 36,939,833 7.0 121,202 0.3

(1) 834,000 0.2 834,000 0.2 0 0.0

(2) 289,333 0.1 289,333 0.1 0 0.0

(3) 2,294,660 0.4 2,294,660 0.4 0 0.0

(4) 33,643,042 6.1 33,521,840 6.3 121,202 0.4

２ 5,701,742 1.0 6,368,851 1.2 △ 667,109 △ 10.5

(1) 4,030,000 0.7 3,930,000 0.7 100,000 2.5

(2) 1,671,742 0.3 2,438,851 0.5 △ 767,109 △ 31.5

(1,670,891) － (2,438,538) － (△767,647) (△ 31.5)

備考：1 有形固定資産の減価償却累計額は60,046千円である。

    　2 土地造成勘定の中には年賦土地売却契約相当分(7,824,351千円)及び関連事業収入(105,696,840千円)がある。

　　　3 控除対象外消費税額は，資産に計上している。

(単位  金額:千円，比率:％）

科        目

資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

機 械 及 装 置

備 品

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

投 資

出 資 金

基 金

長 期 貸 付 金

他 会 計 貸 付 金

そ の 他 投 資

土 地 造 成 勘 定

完 成 土 地

ポ ー ト ア イ ラ ン ド

西 神 第 ２ 工 業 団 地

返 還 土 地

未 成 土 地

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

前 払 金

保 管 有 価 証 券

負 債 及 び 資 本

負 債

固 定 負 債

調 整 勘 定

退 職 給 与 引 当 金

流 動 負 債

未 払 金

前 受 金

預 り 金

預 り 有 価 証 券

資 本

資 本 金

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

（ 当 年 度 純 利 益 ）

剰 余 金

資 本 剰 余 金

企 業 債 減 額 差 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

第　８　表　　　新　都　市　整　備　事　業　会　計　比　較　貸　借　対　照　表　　

平成16年度末 平成15年度末
対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

対前年度
増 減 率

金　　額
（Ａ）

構成
比率

金　　額
（Ｂ）

構成
比率
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(4) キャッシュ・フローの状況 

   当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務 

 活動に区分すると，第９表のとおりである。 

  営業活動において，土地売却などにより，１４１億５，４９１万円のキャッシュを生み出し，財

務活動において，企業債の借入れなどにより，２６０億９，６１９万円のキャッシュを調達した。      

一方，投資活動において，土地造成事業の施行などに，３７４億９，３２８万円のキャッシュを使

用した。 

   この結果，平成１６年度末の現金預金残高は，前年度末に比べ２７億５，７８３万円増加し， 

４９６億２，９９２万円となっている。 

 

 

(単位　金額：千円） 　

Ⅰ 14,154,919 8,786,985 5,367,934 △ 3,861,535 9,229,469

　当 年 度 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） 1,670,891 2,438,538 2,596,603

土 地 売 却 原 価 13,447,037 14,508,125 19,501,048

　減 価 償 却 費 27,366 31,979 555

未 収 金 の 増 減 △ 343,500 △ 3,764,913 △ 3,785,406

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 △ 273,741 1,008,399 △ 1,067,389

未 払 金 の 増 減 669,183 △ 9,086,856 △ 8,192,721

受 託 工 事 費 60,832 17,418 17,967

退 職 給 与 引 当 金 142,205 28,480 121,583

　そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 △ 1,245,354 186,765 37,229

Ⅱ △ 37,493,281 8,824,233 △ 46,317,514 26,662,319 △ 72,979,833

　建 設 改 良 費 △ 43,421,862 △ 50,151,135 △ 77,044,480

財 産 収 入 255,552 172,710 1,708,175

雑 収 入 7,203,490 5,401,295 6,140,144

　投 資 △ 1,530,461 △ 1,740,384 △ 3,783,672

Ⅲ 26,096,192 △ 3,551,504 29,647,696 △ 15,402,177 45,049,873

企 業 債 収 入 30,913,400 31,753,835 45,813,837

受 託 工 事 収 入 1,422,043 1,943,539 1,445,940

企 業 債 償 還 金 △ 4,710,360 △ 2,804,893 △ 476,969

一 般 会 計 繰 出 金 △ 1,500,000 △ 1,200,000 △ 1,700,000

　消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 △ 28,891 △ 44,784 △ 32,934

Ⅳ 2,757,830 14,059,713 △ 11,301,883 7,398,608 △ 18,700,491

Ⅴ 46,872,092 △ 11,301,883 58,173,975 △ 18,700,491 76,874,466

Ⅵ 49,629,921 2,757,829 46,872,092 △ 11,301,883 58,173,975

備考：１　本表は間接法により作成している。

　　　２　項目は，原則として損益計算書，貸借対照表の科目によっている。雑収入については，

　　　　　その主たる内容によって区分している。

　　　３　未収金の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれぞれの資産の減

 　　　　 少を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

平成14年度平成16年度 平成15年度 対前年度増減

現 金 預 金 期 首 在 高

現 金 預 金 期 末 在 高

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

項　　　　目 対前年度増減

第　９　表　　　キ　ャ　ッ　シ　ュ ・ フ　ロ　ー　計　算　書
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５ ま  と  め 

  業務面では，良好な住宅用地，経済基盤の強化を図るための産業用地及び２１世紀の神戸の都市基

盤としての空港及び空港関連施設用地を供給するため，西神住宅第２団地及びポートアイランド沖等

で１８万㎡の土地売却を行うとともに，ポートアイランド（第２期）及び神戸複合産業団地で「新た

なインセンティブ策」による１３万㎡の土地賃貸を行った。また，ポートアイランド沖の埋立及び地

盤改良工事，西神住宅第２団地やひよどり台第２期住宅団地等の造成を進めた。 

  経営面では，未利用地等の土地売却益の減少等により，当年度純利益は，前年度に比べ７億６千万

円減少したものの，１６億７千万円の純利益を計上し，黒字基調の経営状態を維持している。平成 

１６年度も引き続き，利益剰余金から５億円を一般会計へ繰り出す予定であり，市財政にも貢献して

いる。 

  一方，キャッシュフローは前年度に比べ２７億円増加し４９６億２千万円となっている。 

  土地売却の困難な社会経済情勢の続く中にあって，住宅用地の処分に当たっては，コンペの活用， 

常時募集，産業用地の処分に当たっても新たなインセンティブ策を活用して積極的に土地の処分を図 

り，税源の涵養，雇用機会の拡大にも貢献している。今後とも，更に一層の営業活動の活発化，販路 

拡大等により土地売却の促進に努め，増加が見込まれる企業債償還の財源を確保するとともに，引き

続き市民の生活基盤の向上と経済基盤の確立に寄与されるよう希望する。 
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参考資料　

（単位　比率：％）

平成16年度 平成15年度 平成14年度 平成13年度 備　考

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 24.91 25.90 26.73 28.25
固定資産＋繰延勘定

総　資　産

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 16.66 17.44 17.93 18.90
自　己　資　本
総　　資　　本

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 26.08 27.77 28.68 31.09
固　定　資　産

自己資本＋固定負債

(4) 流 動 比 率 245.98 227.23 193.37 188.85
流　動　資　産
流　動　負　債

(5) 現 金 預 金 比 率 198.54 183.26 168.76 180.33
現　金　預　金
流　動　負　債

(6) 負 債 比 率 500.20 462.63 457.62 429.12
負　　　　　債
自　己　資　本

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 0.31 0.47 0.53 0.45
当　年　度　純　利　益
平　均　総　資　本

(8) 自 己 資 本 利 益 率 1.81 2.66 2.90 2.25
当　年　度　純　利　益
平　均　自　己　資　本

(9) 営業利益対 営業 収益 比率 △ 3.45 △ 2.79 △ 3.19 △ 17.92
営　業　利　益
営　業　収　益

そ　　の　　他 　

(10) 総 資 本 回 転 率 0.04 0.04 0.05 0.02
経　常　費　用

平　均　総　資　本

(11) 自 己 資 本 回 転 率 0.22 0.23 0.25 0.11
経　常　費　用

平 均 自 己 資 本

(12) 企業債償還額対償還財源比率 277.36 113.53 18.37 15.35
企業債償還額

減価償却費＋当年度純利益

分　析　項　目

備考：経営分析方法については，153ページ参照。

経　　営　　分　　析　　表


